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11月の大統領・議会選挙結果にも影響し得る、司法省による「ロシア疑惑捜査開始」の調査 

【要旨】

 

 ウクライナ疑惑を受けて議会で弾劾手続が進行するなか、所謂ロシア疑惑の方も新

たな展開をみせている。前回大統領選前の 2016 年 7 月（オバマ政権下）に連邦捜査

局（FBI）がロシア疑惑の捜査に着手したことはつとに知られているが、現トランプ

政権下の司法省がこの FBIによるロシア疑惑捜査開始について調査を行っているの

である。主な調査には、最近終了したホロウィッツ司法省内部監察官によるもの

と、現在進行中のダーハム連邦検事によるものがあり、後者がより包括的である。 

 ホロウィッツ監察官の調査結果は昨年 12 月に公表され、「FBI はロシア疑惑捜査を

開始する理由があった」等とされたが、注目されるのはダーハム検事とバー司法長

官の反応である。ダーハム検事は調査結果が公表された当日に声明を発表し「幾つ

かの結論には同意できず、ホロウィッツ監察官にもそのことを伝えた」等と述べて

いる。また、バー司法長官も「今回の報告書には同意できない部分がある」、「FBI

は最も薄弱な疑念に基づき大統領選挙活動に関する出過ぎた捜査を開始した。自身

の見方では、それらは捜査開始を正当化するには不十分だった」、「FBI による捜査

令状申請手続きの不備が悪意に基づいている可能性についても現時点では予断を持

つべきではなく、ダーハム検事の調査結果を待つ必要がある」等と述べている。 

 今後の焦点は、ダーハム検事が進めている調査の結果である。バー司法長官によれ

ば、調査終了は今年の晩春または初夏になるようだ。ダーハム検事とバー司法長官

の発言を踏まえれば、調査結果はオバマ前政権下の FBIにとって少なからずネガテ

ィブな内容になるとみられ、FBI のロシア疑惑捜査に政治的バイアスがあったと結

論付けられる可能性も否定できない。その場合更に、オバマ前政権下の FBIと民主

党との繋がりも示されれば、政敵（共和党・トランプ陣営）に対してスパイ活動を

行ったことを意味し、ニクソン大統領が辞任するに至ったウォーターゲート事件を

彷彿とさせる。仮に「ロシア疑惑捜査に政治的バイアスがあった」との調査結果が

出れば、民主党に対する信頼が損なわれ、今年 11 月の大統領・議会選挙でトラン

プ大統領と共和党の追い風になると考えられる。 
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今年 11月に大統領・議会選挙を控えるなか両党の深刻な対立は続く可能性が高い 

ウクライナ疑惑を受けて昨年末に下院はトランプ大統領の弾劾決議を可決し、今後は上院

で弾劾裁判が実施されることになる（注 1）。上院では共和党が過半数を占めていることもあり

有罪判決となる可能性は低いとみられるが、今年 11月に大統領・議会選挙を控えるなか両党

の深刻な対立は続く可能性が高く、当面の政治情勢は非常に不透明である。 

このようななか、それほど注目されていないが、両党の力関係を変化させ、11 月の選挙結

果にも影響を与える可能性がある調査が進められている。司法省による「連邦捜査局（FBI）

が行った 2016年 7月のロシア疑惑捜査開始」の調査である。 

（注 1）トランプ大統領の弾劾に向けた動きについては 2019年 10月 18日 Weeklyを参照されたい。 

 

司法省は、FBIによるロシア疑惑の捜査開始について調査を行っている 

まずロシア疑惑とは、2016 年 11 月の大統領選挙を有利とするためにトランプ陣営（選挙

委員会）とロシア政府が共謀したのではないかとの疑惑である。FBI は大統領選挙よりも前

の 2016 年 7 月 31 日にこのロシア疑惑に対する捜査を開始した（注 2）。捜査は大統領選挙後も

続き、2017 年 5 月にジェイムズ・コミーFBI 長官（当時）がトランプ大統領によって解任さ

れた後は、ロバート・モラー特別検察官に捜査が引き継がれた。捜査の最終報告書（概要）

は 2019 年 3 月 24 日に公表されたが、結局トランプ陣営とロシア政府の共謀は立証されなか

った。 

現在の司法省の調査はこの FBI によるロシア疑惑の捜査開始が対象である。主な調査には、

最近終了したマイケル・ホロウィッツ司法省内部監察官によるものと、現在進行中のジョ

ン・ダーハム連邦検事によるものがある。 

（注 2）ロシア疑惑捜査は、FBI内で「クロスファイア・ハリケーン捜査」と呼ばれた。 

 

ホロウィッツ監察官による調査報告書が先月公表され、FBI の捜査令状申請手続きに複数の

不備・問題があったことが示された 

 前者のホロウィッツ監察官による調査は、2018 年 3 月頃に開始され、先月（2019 年 12 月 

9 日）に調査報告書が公表された（注 3）。FBI はロシア疑惑捜査の中でトランプ陣営の外交顧

問だったカーター・ペイジ氏を監視（通信傍受）していたが、そのための外国諜報活動監視

法（FISA）に基づく捜査令状申請に問題がなかったかどうかが、当調査の主な対象であった。 

調査報告書は、①「FBI の捜査令状申請とその後数回に亘る更新時に、深刻な不備

（serious performance failure）があった」、②「捜査令状申請に際して FBI が（根拠として）

言及した所謂『スティール文書』は、信頼に足る情報では無かった（注 4）」、③「FBI はペイ

ジ元外交顧問が別の米国諜報機関の情報源だったことを把握していたにもかかわらず、その

点を申請時に伝えなかった（注 5）」等として FBI の捜査令状申請手続きに複数の不備・問題が
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あったと指摘する一方（注 6）、「FBI はロシア疑惑捜査を開始する理由があった」、「FBI に

よるロシア疑惑捜査の開始に政治的バイアスは無かった」等としている。 

（注 3）ホロウィッツ監察官はオバマ前大統領によって任命され、2012年から司法省内部監察官を務めている。 

（注 4）スティール文書とは、元英国情報部員（MI6）のクリストファー・スティール氏が取り纏めた文書のことであ

る。FBI は、スティール氏が民主党から資金を受け取ってオポジション・リサーチ（政敵に対する調査）を行っ

ていたことや、信頼に足る人物で無かったことも把握していたとされる。なお、FBIは 2016年 9月にスティール

文書を入手し、2016年 10月にペイジ元外交顧問を監視することの許可を得ている。 

（注 5）ペイジ元外交顧問が情報源となっていた別の米国諜報機関とは、米メディアによれば中央情報局（CIA）であ

る。ペイジ元外交顧問は CIAの情報源であったためにロシア等と接点があったとみられる。 

（注 6）ホロウィッツ監察官による調査結果を受け、クリストファー・レイ FBI長官は FISAに基づく捜査令状申請手続

きを見直すと述べているが、議会共和党は FBI 自らの改革に期待できないとして、申請手続きを見直す法案を提

出している。 

 

ダーハム検事による調査は、ホロウィッツ監察官の調査よりも包括的である 

もう一つのダーハム検事による調査は、ウィリアム・バー司法長官が 2019年 5月に指示し

て始まった（注 7）。ダーハム検事は、FBI がロシア疑惑捜査を開始した経緯だけでなく、実際

の捜査が法令を順守し適切だったのか等についても調査しているとされ、ホロウィッツ監察

官の調査よりも包括的である。 

例えば、ホロウィッツ監察官の調査先は FBI・司法省に限定されていたが、ダーハム検事

の調査先には他機関も含まれ、CIA や外国政府（豪州・イタリア・英国等）にも接触してい

る。また、ダーハム検事は関係者に証言を求めることができる（注 8）。なお、米メディアは、

ダーハム検事の当調査は犯罪捜査に切り替わったと、昨年 10月後半に報じている。 

（注 7）ダーハム氏はコネチカット地区の連邦検事であり、党派を超えて尊敬を集めてきた人物とされている。 

（注 8）ダーハム検事はジョン・ブレナン元 CIA長官を調査しており、同氏に証言を求めるとも報道されている。 

 

ダーハム検事とバー司法長官は、ホロウィッツ監察官の調査結果に対して異議を唱える 

ホロウィッツ監察官の調査結果を受けて、共和党は、FBI の捜査令状申請手続きに不備が

あった点に注目して FBI、オバマ前政権、民主党に対する批判を強めている一方、民主党は、

「政治的バイアスは無かった」との調査結果部分をアピールしている状況である。 

ここで注目されるのは、ホロウィッツ監察官の調査結果に対するダーハム検事とバー司法

長官の反応である。ダーハム検事は調査結果が公表された当日（2019 年 12 月 9 日）に声明

を発表し「幾つかの結論には同意できず、ホロウィッツ監察官にもそのことを伝えた」等と

述べている。また、バー司法長官も「今回の報告書には同意できない部分がある」、「FBI

は最も薄弱な疑念（the thinnest of suspicions）に基づき大統領選挙活動に関する出過ぎた捜査

を開始した。自身の見方では、それらは捜査開始を正当化するには不十分だった」、「FBI
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による捜査令状申請手続きの不備が悪意に基づいている可能性についても現時点では予断を

持つべきではなく、ダーハム検事の調査結果を待つ必要がある」等と述べている。 

 

ダーハム検事による調査の結果が注目される 

今後の焦点は、ダーハム検事が進めている調査の結果である。バー司法長官によれば、調

査終了は今年の晩春または初夏になるようだ。ダーハム検事とバー司法長官の発言を踏まえ

れば、調査結果はオバマ前政権下の FBI にとって少なからずネガティブな内容になるとみら

れ、FBI のロシア疑惑捜査に政治的バイアスがあったと結論付けられる可能性も否定できな

い。その場合に更に、オバマ前政権下の FBI と民主党との繋がりも示されれば、政敵（共和

党・トランプ陣営）に対してスパイ活動を行ったことを意味し、ニクソン大統領が辞任する

に至ったウォーターゲート事件を彷彿とさせる。 

仮に「ロシア疑惑捜査に政治的バイアスがあった」との調査結果が出れば、民主党に対す

る信頼が損なわれ、今年 11月の大統領・議会選挙でトランプ大統領と共和党の追い風になる

ことも考えられよう。 

（2020年 1月 10日 栗原 浩史 hikurihara@us.mufg.jp） 
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